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事業評価監視委員会

平成30年度第4回 事業評価監視委員会の概要

〇目的 ：公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上のため
〇対象事業 ：維持・管理に係る事業、災害復旧に係る事業等を除くすべての事業

〇日時 ：平成３１年１月１０日（木）１３：３０～
〇場所 ：さいたま新都心合同庁舎２号館１４階「災害対策本部」
〇委員構成 ：公平な立場等にある学識経験者、経済界人等で構成
〇審議案件 ：再評価５件、事後評価５件

完成イメージ図

事業の概要

〇事業主体 ： 国土交通省 関東地方整備局
〇整備区間 ： 川崎区東扇島～水江町（全長3.0km）
〇事業期間 ： 平成21年度～平成35年度
〇道路区分 ： 第4種1級
〇車線数 ： 往復4車線・歩道（片側）あり
〇事業費 ： 980億円
〇総便益(B) ： 約1,330億円（50年間）
〇総費用(C) ： 約 924億円（建設期間＋50年間）
〇費用便益比 (B/C)： 1.4

事業の目的

〇東扇島地区と内陸部との円滑な接続により物流機能を強化する。
〇東扇島地区と内陸部を結ぶ緊急物資輸送ルートの多重化を図り、
防災機能を強化する。

国の対応方針（原案）

●当該事業は、増加する貨物流動等への対応及び発災時の緊急物資輸送等のｱｸｾｽﾙｰﾄの多重化の観点から事業の必要性・重要性が高く、
引続き事業を継続することが妥当と考えます。

関東地方整備局事業評価監視委員会の結果 ●平成31年1月10日、本委員会での審議の結果、事業継続が了承された。

臨港道路東扇島水江町線の提案内容

事業の進捗

事業費及び便益の増加要因

〇事業費増加：①耐震設計の見直し等、②維持管理の考慮、
③関係者調整に基づく追加対策・対応等、④現場条件を踏まえた追加工事等

〇便益増加 ：近年の川崎港における交通状況をより再現し、かつ精度の高い道路ネットワ
ーク等により便益を算出
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④現場条件を踏まえた追加工事 【約２４億円】
～地盤改良追加～
・海上橋脚部の地盤が想定より軟弱であったため、地盤改良を実施

対
策

③関係者調整に基づく追加対策・対応等 【約１３９億円】
～橋脚位置の変更～
・船舶利用者等との調整により、陸上施工から海上施工への変更

②維持管理の考慮【約１７億円】
～管理者の維持管理を考慮した設備の追加～

資 料（2/2）
■事業費増加の要因内訳

①耐震設計の見直し等
・大規模地震を踏まえた構造の強化
・被災時の復旧性を考慮した構造の強化
・構造の大型化等に伴う架設工法見直し

約132億円
約 87億円
約 31億円

約250億円

②維持管理の考慮
・管理者の維持管理を考慮した設備の追加 約17億円 約 17億円

③関係者調整に基づく追加対策・対応等
・橋脚位置の変更
・歩道の追加（主橋梁）
・工事中の運河の航行安全対策の強化
・企業活動を考慮した道路線形の見直し
・企業活動を考慮した工事中対策・構造変更

約 55億円
約 36億円
約 22億円
約 12億円
約 14億円

約139億円

④現場条件を踏まえた追加工事
・地盤改良追加
・軟弱地盤を踏まえた施工方法の変更

約18億円
約 6億円

約 24億円

⑤その他（間接費等） 約10億円 約 10億円

増 加 額 約440億円
※労務費・資機材等の高騰は事業費に含まれる。

大型作業船による海上架設
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